
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香港会社の維持要件のマニュアル（2）－会社登記所への書類申告の責任 

 

1. 会社情報の変更の申告 

 

以下のいずれかの場合に、会社は指定された期間内に会社登記所に関連情報の変更を申告する

必要があります。 

 

(1) 取締役や秘書役の変更又は現任取締役や現任秘書役の情報更新を 15 日以内に申告しなけ

ればならない。 

(2) 登録住所の変更を 15 日以内に申告しなければならない。 

(3) 会社の法定帳簿が登録住所に保管していない場合、会社の法定帳簿の保管場所の変更を 15

日以内に申告しなければならない。 

(4) 特別決議による会社名の変更を 15 日以内に申告しなければならない。 

(5) 全ての特別決議の可決を 15 日以内に申告しなければならない（会社名の変更に関する特別

決議を除く）。 

(6) 持株比率の変更又は増資を 1 ヶ月以内に申告しなければならない。 

(7) 特定の資産に対する抵当権又は特定の資産の既存抵当権の取得について、香港内外にある

か否かを問わず、抵当の情報を抵当が登記された後 1 ヶ月以内に申告しなければならない。 

 

上記の（7）について、規定された期間内に抵当の情報を申告しなかった場合、申告期限の延長を

裁判所に申請する必要があります。申請には宣誓供述書を添付し、規定された期間内に関連書類

を提出しなかった理由を説明しなければなりません。 

 

2. 年次申告書の申告 

 

会社は毎年に会社登記所に年次申告書を申告する必要があります。年次申告書には、会社の組

織構造等の基本情報が含まれています。具体的には以下の通りです。 

 

(1) 会社の発行済み株式数と金額 

(2) 取締役と秘書役の氏名（会社名）と住所 

(3) 株主の氏名（会社名）と住所 

(4) 会社の現住所 

(5) 登録された抵当の未払の返済額 

 

取締役又は秘書役は年次申告書に署名する必要があります。私的株式会社は毎年の会社設立記

念日から 42 日以内に年次申告書を申告し、株主資本なしの保証有限責任会社は毎年の会計決算

日後 9 ヶ月から 42 日以内に年次申告書を申告し、公開会社は毎年の会計決算日後 6 ヶ月から 42

日以内に年次申告書を申告する必要があります。 
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参考資料： 

「香港会社設立の手続きと費用」 

https://www.kaizencpa.com/jp/Services/pinfo/id/386.html 

 

もっと詳細な情報や支援をご希望の場合は、下記のお問い合わせをご利用になってください。  

メール：info@kaizencpa.com,  

固定電話： +852 2341 1444  

携帯電話： +852 5616 4140、+86 152 1943 4614 

ライン・WhatsApp・Wechat： +852 5616 4140  

Skype: kaizencpa 

公式ウェブサイト：www.kaizencpa.com 
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